
事業者名：

担当者名：

Ｔ Ｅ Ｌ：

□　⑬　建設業許可申請書　様式第七号（経営業務の管理責任者証明書）の写し　１部

□　⑭　建設業許可申請書　様式第八号（専任技術者証明書）の写し　１部

　　（審査基準日時点での申請業種すべての営業所専任技術者がわかるもの）

　　　※継続申請の場合は⑬、⑭は省略可

（１）　申請書類

□　建設工事競争入札参加資格審査申請書（項番１～15-1）

□　建設業に従事する職員一覧表（項番16）

令和５年度南国市建設工事入札参加資格審査申請

提出書類チェックリスト（市内業者）

□　監理技術者資格者一覧表（項番17）

□　公共工事元請完成工事一覧表（項番18）

（２）　添付書類

□　①　建設業許可通知書又は証明書の写し

□　②　納税証明書（写し可）　 □ 国税　□ 都道府県税　□ 市区町村税

□　③　工事経歴書

□　④　登記事項証明書　又は　代表者の身分証明書

□　⑤　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し

　　※令和５年１月１日までに納期限の到来したものについて証明が必要

　　（提出時において３ヶ月以内に発行されたものに限る。写し可）

□　⑫　収納状況調査についての承諾書（様式２）　２部（下段は個人の印を押印）

　　（印鑑証明書は提出時において３ヶ月以内に発行されたものに限る）

□　⑯　受付票

□　⑰　返信用封筒

□　⑱　提出書類チェックリスト

□　⑥　ＩＳＯの登録証の写し

□　⑦　印鑑証明書の写し又は使用印鑑届

□　⑧　年間委任状（委任者・受任者双方の押印が必要）

□　⑨　個人住民税特別徴収実施申告（誓約）書（①、②いずれかに☑）

□　⑩　暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書　２部

□　⑪　代表者個人の市税納税証明書又は様式１



事業者名：

担当者名：

Ｔ Ｅ Ｌ：

　　（印鑑証明書は提出時において３ヶ月以内に発行されたものに限る）

□　⑭　受付票

□　⑮　返信用封筒

□　⑯　提出書類チェックリスト

□　⑦　印鑑証明書の写し又は使用印鑑届

□　⑧　年間委任状

□　⑨　個人住民税特別徴収実施申告（誓約）書（①、②いずれかに☑）

□　⑩　暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書　２部

（２）　添付書類

□　①　建設業許可通知書又は証明書の写し

□　②　納税証明書（写し可）　　　　 □ 国税　□ 都道府県税　□ 市区町村税

□　③　工事経歴書

□　④　登記事項証明書　又は　代表者の身分証明書

□　⑤　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し

　□ 都道府県税　□ 市区町村税

　　※令和４年11月30日までに納期限の到来したものについて証明が必要

※年間委任する場合は営業所等についても必要

　　（提出時において３ヶ月以内に発行されたものに限る。写し可）

（１）　申請書類

□　建設工事競争入札参加資格審査申請書（項番１～15-1）

□　建設業に従事する職員一覧表（項番16）

□　監理技術者資格者一覧表（項番17）

□　公共工事元請完成工事一覧表（項番18）

令和５年度南国市建設工事入札参加資格審査申請

提出書類チェックリスト（県内業者）



商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称

※申請者で記載すること

受付印

     不受理の理由

南 国 市 役 所 財 政 課 管 財 係
〒783-8501
高 知 県 南 国 市 大 埇 甲 2301

TEL　088-880-6552
FAX　088-880-6593

※上記の書類を、　　月　　日までに提出してください。期限内に提出されない場合は、
   有資格者名簿に登録できませんのでご注意ください。

申 請 業 種 ： 建 設 工 事

　□　受理　　（有効期間　令和５年６月１日　～　令和６年３月３１日　）

　□　不受理

　　　　（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

競争入札参加資格申請書受付票

     □　書類の不備

　　　　（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

     □　書類以外の不備



　　令和５年度

　　南国市建設工事競争入札参加
　　資格審査申請書（ 市内・県内業者 ） 年 月 日

南国市長　平山　耕三   　様

申請者の主たる営業所　　　所　在　地

商号・名称

代表者氏名

1 許可番号 大臣・知事許可番号コード 第 号 2 年 月 日

3 申請区分 継続 新規 4

5 商号名称（フリガナ）

商　　号　　名　　称　

6 代表者名（フリガナ）

代　　表　　者　　名 7

8 所在地

郵便番号 － 9

10 課税免税届 課税 免税 11

12 Ｅメールアドレス

13 入札参加資格審査申請業種

(土) (建) (大) (左) (と) (石) (屋) (電) (管) (タ) (鋼) (筋) (ほ) (しゅ) (板) (ガ) (塗) (防) (内) (機) (絶) (通) (園) (井) (具) (水) (消) (清) (解)

連絡先

所属等 氏名 電話番号

FAX番号

＜行政庁使用欄＞社会保険等の加入確認

加入有り 又は 適用除外 加入無し　→　無しのものに○　（健康保険、厚生年金、雇用保険）

※許可番号に変更があった場合には、前回申
請時の許可番号を記入
（　　　　　－　　　　　　　　　　）

　南国市発注の建設工事の一般競争及び指名競争入札に参加する資格の審査申請をします。なお、この申請書及び添付書類は、事実と
相違ないことを誓約いたします。また、申請書記載事項に変更があった場合、遅滞なく変更届を提出します。

審査基準
決算

法人又は個人の別
（１法人　　２個人）

代表者
役職名

電話番号

〔申請業種は、審査基準日（１月１日）において建設業の許可及び経審を受けているものに限る。〕

申請業種
（１を記入する）

FAX番号

印

令和

経審を受けた業種
（○を記入する）



14 特定希望工種 （自社施工が可能でなければ記入しないこと）

塗装又は管工事を申請した方で、下記の特定工種の施工が可能であり、入札参加を希望する場合は、登

録欄に「１」を記載すること。

→（１６７）の資格者が必要

→特例の届が必要

※　完工高については、審査基準日以前で直近の決算額の内、特定工種に該当する金額（消費税抜）

　　　のみを記載すること。

15  出資会社名簿 〔審査基準日（1月1日）現在で出資を受けている建設業許可業者名簿〕 頁数 頁

－ 総資本金額（出資金額）

円

番号　　商　　号　　又　　は　　名　　称　　等 　　　　　　許　　可　　番　　号　　及　　び　　出　　資　　金　　額　　等

許可番号 第 号

出資金額 円

許可番号 第 号

出資金額 円

許可番号 第 号

出資金額 円

許可番号 第 号

出資金額 円

許可番号 第 号

出資金額 円

申請者

許可番号

指名願申請業種 特定工種 登録欄 完工高（千円）

塗装工事 路面標示工事

管工事

空調工事

浄化槽設備工事

給排水衛生設備工事

市区町村コード

所在地

商号又は名称

代表者

所在地

商号又は名称

代表者

所在地

商号又は名称

代表者

所在地

商号又は名称

代表者

所在地

商号又は名称

代表者



〔申請者：　　　　　　　　　　　　　　〕
〔許可番号：　　　　　　　　　　　　 〕

備考

備考

兼任先の商号又は名称
兼任先の
許可番号

住所

建設工事入札参加資格申請書を提出し、又は提出を予定している系列会社の状況表

（1）会社法に規定する親会社（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと。）

商号又は名称 許可番号 住所

（2）会社法に規定する子会社（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと。）

商号又は名称 許可番号 住所

（3）役員の兼任（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと。）

役職 氏名

15-1



16 建設業に従事する職員一覧表〔審査基準日（１月１日）現在〕

頁数 頁

－

技術職員数 人 現場代理人数 人 その他の職員数 人 合計 人

備考

単位

番
号

技
術
職
員

代
理
人

現
場

そ
の
他 年間

出勤日数

単
位
数

技
術
研
修

氏　　名 　採　　用　　年　　月　　日

２０日
以上

日給制の場合

申請者

許可番号

　生　　年　　月　　日　 　確　　　認　　　方　　　法

技術研修
単位数合計

　有　資　格　区　分　コ　ー　ド
実務経験
担当業種

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

R・H・S・T 　　　年　　月　　日　生

注意事項

①技術職員、現場代理人、その他（業務経理担当者等）の該当する欄に○印を入れてください。（出向者は除く）

②採用年月日の確認方法について記入してください。（雇用保険取得証、健康保険被保険者証等）

③日給者は、次のいずれかの条件を満たしていれば、常時雇用されている者として扱います。

○審査基準日前日以前の１年間において、

・２０日以上勤務した月数が６ヶ月以上あること。
・年間出勤日数が２００日以上であること。

（中途採用の場合は、「総出勤日数＞２００日×雇用月数／１２月」を満たしていること。）

④技術研修単位数欄は各自の単位数を記入し、その合計を右の技術研修単位数合計に記入すること。
必ず地域点数審査調書の項番５の単位数と一致すること。



17 　　　頁数 頁

※土木工事業の指名願申請の場合にのみ記入
申請
者

許可
番号

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

　            （　　　　　　人） 

                              人

記載要領
１．この表は、項番16「建設業に従事する職員一覧表」に記載した監理技術者資格者について記載すること。
２．講習受講の有無の欄は、どちらかを○で囲むこと。
３．勤務期間６月超の欄は、該当する場合は○を記入すること。
４．合計欄は、審査基準日現在継続勤務期間が６月を超え、かつ講習受講有りの人数を（　　　）内に再掲すること。

監理技術者資格者一覧表

番号 氏          名
講習受講
の有無

番号 氏          名
講習受講
の有無

勤務期間
６ 月 超

勤務期間
６ 月 超

合計



18 公共工事元請完成工事一覧表 頁

※土木工事業の入札参加資格申請の場合にのみ記入 －

※直前の決算日 年 月 日
（単位千円）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

件 千円 千万円

完成年月
番号 注文者 工事名 請負代金の額

頁数

許可番号

合計

申請者

着工年月

記載要領

この表は、直前の事業年度における公共工事の元請完成工事高の合計が１千万円を超える場合に記入
すること。
（１件毎の工事が１千万円未満でも可）



年 月 日

商号又は名称

社印(角印)を使用する場合のみ

【 】営業所の名称：

　南国市との取引上の権限を、営業所等に委任する場合は、受任者（代理人）の使用
印鑑を押印し、印影の下に当該営業所の名称を記載してください。

 下記の印鑑を、競争入札及び見積もりの参加並びに契約の締結、代金の請求等のために
使用しますのでお届けします。

記

（ 社  印 ）

使　用　印　鑑　届

南国市長　平山　耕三   様 

（ 代表者印 ）

住 所
印

代表者



年 月 日

所在地

委任者 商号又は名称

 代表者氏名                              印

商号又は名称

代表者氏名                                 　　　 

電話番号 （　　　　　　　　）） －

FAX番号 （　　　　　　　　）） －

令和　５年　６月　１日　　～　　令和　６年　３月３１日

　私は下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。

所在地

委　任　状

南国市長　平山　耕三　　様

委　任　期　間

　　　　　　　　　　　　2.契約締結に関する一切の件

　　　　　　　　　　　　3.代金の請求及び受領に関する一切の件

　　　　　　　　　　　　4.復代理人選任の件

　　　　　　　　　　　　5.その他前各号に付随する一切の件

委　任　事　項

　　　　　　　　　　　　1.見積及び入札に関する一切の件


